
防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

   
 我が国においては、東日本大震災及び台風・集中豪雨等による自然災害、登下校中の子供が巻き込まれる交通事
故、さらには、学校内外において不審者による子供の安全を脅かす事件などが数多く発生している。 
  

 ●児童生徒等自身に安全を守るための能力を身に付けさせる安全教育の充実 

 ●児童生徒等の生活の場である学校の安全管理体制の充実 

 

   

趣旨・事業イメージ 

                                 
       ○優良な実践事例の学校及び学校の設置者による共有 
       ○学校及び地方公共団体等による取組の増加 
       ○全国的な防災教育を中心とした安全教育の質の向上 

  

◆教育手法の開発 

◆ボランティア活動の推進・支援 

（前年度予算額 ： 200,923 千円） 
  28年度予定額 ：224,822 千円 

成果 

文
部
科
学
省 

が求められている。 

◆学校の安全管理体制の充実 

○児童生徒の被災地へのボランティア活動派遣の推進 
 
○地域の災害発生区域での支援活動   

○通学路合同点検等、登下校時の安全を確保する体制・システムの構築 

○セーフティプロモーションスクール等の先進事例を参考に地域の学校安全関係者 

 （有資格者等）、関係機関及び団体との連携・協力 
 
○ＰＤＣＡサイクルに基づく学校安全計画の評価と次年度計画への反映・実践 
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○地域の災害リスク（地震・原子力・火山・土砂災害等）に応じた、緊急地震速報等の 

  各種情報ツールを活用した避難訓練の実施 

○ＡＥＤを含む心肺蘇生等に関する教育・訓練の推進 

○交通安全の意識や技能を高める教育手法の開発・推進 

○防犯を含む生活上の安全に関する教育手法の開発・推進 

○関係省庁（機関）が行う安全に関する取組と連携した教育手法の開発・推進 

 

 

優良な取組を行う学校・地域の実践事例収集 


